
財務分析ＰＴ

社会福祉法人の経営指標の分布

財務分析プロジェクトチーム

令和04年11月11日

総合福祉研究会第38回全国大会(新潟大会)
「これからの社会福祉法人の方向性について」－ともに考え ともに歩む－

第１分科会 「2020年度社会福祉法人財務データ」
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社会福祉法人の規模
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サービス活動収益計

(単位：法人)

資産の部合計

(単位：法人)

集計した法人のサービス活動収益と資産合計の金額階級別法人数は以下の通りです。

(総数：20,671法人)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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全体平均 ＝ 12億24百万円
介護事業 ＝ 17億19百万円
保育事業 ＝ 4億39百万円
就労･障害＝ 7億75百万円
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介護
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専業区分ごとの割合
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サービス活動収益に占める各事業収入の割合が90％以上の法人又は拠点をそれぞれの
「専業」としました。

(総数：20,671法人)
(単位：法人) (単位：拠点)

「その他」の法人は、複数の事業を行なっているために
１事業では90％に満たない法人等です。

(総数：77,833拠点)

「その他」の拠点には、本部拠点等も含まれます。

法人単位 拠点区分単位

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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注：法人コード「１」(一般社会福祉法人：18,262法人)について集計。

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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財務データはどう活用できるのか
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１．社会福祉法人の視点

（１）現在の経営状況と傾向の把握
① 課題の把握

・ 他法人との比較 ･･･ 経営指標という物差しで、他法人との比較
(稼働率についても、｢現況報告書｣の活用？)

② 傾向の把握
・ 経年比較 ･･･ 前年度(あるいはそれ以前)と比較してどのように変化したか

（２）経営改善に向けた活用
① 目標値設定のための指標

・ 年度予算の作成に際して目標とすべき経営指標数値の決定
(法人類型による分類の必要性？→ ｢専業｣による分類)

② 進捗状況の確認
・ 毎月の実績が当初計画どおりに執行できているか

（３）将来の経営計画の策定の基礎資料
〇 長期的な事業展開に向けた活用

・ 大規模修繕、建直し等の計画に向けた活用
・ 施設・事業所の新規開設に際しての活用
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財務データはどう活用できるのか
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２．行政等の視点

（１）社会福祉法人全体の経営状況の把握と施策への反映
〇 経常増減差額率等による法人経営状況の把握

（２）個別の社会福祉法人の経営状況の把握と指導
① 経常増減差額率、事業活動資金収支差額率等による収益性の把握
② 固定長期適合率等による安定性の把握

(３) 地域における施設・事業所の利用状況の把握
〇 ｢現況報告書｣の｢事業所単位の定員｣と｢年間利用者数延べ総数｣の活用

・ 施設・事業所別、地域別に稼働率が把握できる

※ (３)については、現在は｢社会福祉施設等調査｣や｢介護サービス施設・事業所調
査｣等で行われています。社会福祉法人が行う施設・事業所には限られるものの、
個々の施設・事業所について、１つのデータベースで把握できることから、この機
能に着目して、精度を上げていくと良いのではないかと考えます。
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どの経営指標が重要だと思いますか？
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資料：2021.04財務分析プロジェクト実施アンケート「社会福祉法人経営で注目する財務指標について」から
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② 経常増減差額率
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法人全体

介護兼業

保育専業

就労･障害専業

社会福祉法人の主目的は利益獲得ではありま
せんが、安定的・継続的に福祉サービスを提供
するためには、一定の収益性を確保することが
必要です。本指標は、企業における｢売上高経常
利益率｣に相当するもので、法人の収益性を理
解する上での基本的な指標です。

ちなみにわが国の法人企業(全産業)の売上高
経常利益率は、

となっています。

資料：財務総合政策研究所

「財政金融統計月報(法人企業統計年報特集)」から

〔計算式〕

経常増減差額 ÷ サービス活動収益

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成

平成29年度
(2017)

平成30年度
(2018)

令和元年度
(2019)

令和２年度
(2020)

5.4％ 5.5％ 4.8％ 4.8％
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④ 職員一人当たりサービス活動収益
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従事者１人当たりどの程度のサービス活動収

益を得ているかによって収益獲得の効率性を判
断する指標です。本指標の値が同業種の他法人
(平均)より小さい場合、職員数や人員配置に課
題を抱えていることが考えられます。

なお｢財務諸表等開示システム｣の開示データ
では、常勤換算職員数は法人単位でしか把握さ
れていないことから、拠点区分での比較はできま
せん。

ちなみに「法人全体」が３専業を上回っている
のは、専ら医業(サービス活動収益の50％以上
が医業収益の法人)の平均値が11,774千円(令和
元(2019)年度)であること等によるものと考えられ
ます。

(千円)

〔計算式〕

サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成
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⑩ 固定長期適合率
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就労・障害専業

社会福祉法人は、その地域で長期にわたり事
業を安定的に継続することが前提であり、事業
の実施に必要な土地、建物は原則として自己所
有であることが求められています。そのため一般
的に多額の固定資産を保有していますが、その
保有に関する資金調達が返済不要な資金(純資
産)や長期間にわたって返済する資金(固定負債)
により賄われているかを判定する指標です。

この指標が100％を上回っていると、自己資本
や固定負債のみでは固定資産を賄いきれず、１
年以内に返済する必要がある流動負債からも賄
っていることを示しています。通常、固定資産は
すぐに換金できないものが多いため、流動負債
の清算に必要な金銭などが不足するなど不安定
な状況にあることを示しています。

〔計算式〕

固定資産 ÷ （純資産＋固定負債）

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成
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固定長期適合率が100％超なら流動比率は必ず100％未満

11

分子 分母

流動比率 流動資産 ÷ 流動負債

固定長期
適合率

÷

固定負債

固定資産

純資産

社会福祉法人は一般的に流動負債の額が小さく、預金を普通預金で保有しているような場合、

流動比率が天文学的数値になることもあります。

他方、事業の用に供する土地・建物は原則として自己所有とするよう指導されていることから、

固定資産の額は全般に大きくなります。

このため、重視する経営指標としては、流動比率ではなく固定長期適合率としました。

資料：2021.10.29総合福祉研究会第37回全国大会(東京大会)資料３「社会福祉法人の経営指標の分布」から
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⑮ 債務償還年数
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償還が必要な債務について、１年間の運営の
結果として得られた資金(事業活動資金収支差

額)を仮に全額返済に充てた場合の、完済するた
めに必要と考えられるおおよその期間を示す指
標であり、借入金の償還能力を表します。年数
が短いほど償還能力が高く、安定性があると言
えます。

借入金残高が無い (いわゆる無借金)法人は事
業活動資金収支差額の多寡に拘わらず０年とな
り、また母集団の中に事業活動資金収支差額が
マイナスの法人があると分母が小さくなることな
どから、平均値を見る際には注意が必要です。

(年)

〔計算式〕

借入金残高(※)合計 ÷ 事業活動資金収支差額

※ 借入金残高 ＝ 短期運営資金借入金＋役員等短期借入金＋１年以内返済予定設備
資金借入金＋１年以内返済予定長期運営資金借入金＋１年以内返
済予定リース債務＋１年以内返済予定役員等長期借入金＋設備資
金借入金＋長期運営資金借入金＋リース債務＋役員等長期借入金)

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成
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「債務償還年数」の平均値の留意点
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借入金残高①

事業活動資金収支差額①

借入金残高③

▲事業活動資金収支差額③

借入金残高① ＋ 借入金残高③

事業活動資金収支差額① ＋ 事業活動資金収支差額② ＋ ▲事業活動資金収支差額③
全体の｢債務償還年数｣ ＝

「債務償還年数」は、分母(事業活動資金収支差額)がマイナスの値を取りうる経営指標であり、ま
た分子である借入金残高が無い(＝無借金)である場合は、分母の額に関わらず０年となります。個
々の算出の場合はあまり問題はないのですが、平均値を算出する場合は、その母集団の状況に注
意が必要です。

設備資金借入金の償還期間は20年であることが多く、その平均残存償還期間は10年程度と考えら
れるので、10年以内が一応の目安ですが、個々の案件で分析することが必要です。

資料：2021.10.29総合福祉研究会第37回全国大会(東京大会)資料３「社会福祉法人の経営指標の分布」から
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⑰ 事業活動資金収支差額率
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当年度の事業活動による資金収入と資金支出
のバランスを示す指標であり、資金の獲得能力
を表します。事業活動資金収支差額は借入金返
済及び将来投資に向けた資金準備の原資となる
ことから、本指標の値はプラスであることを要し
ます。

社会福祉法人は、事業活動資金収支差額によ
って、借入金の償還、固定資産取得(設備更新を
含む。)の資金準備、積立預金の計上等を進め
ていくため、事業活動資金収支差額の多寡は、
法人の事業継続性に大きく影響します。

本指標の値がマイナスとなる場合、期末支払
資金残高の取崩しや新たな運転資金借入れ等
を来し、このまま推移すると資金繰りに窮する可
能性があります。

〔計算式〕

事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成
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⑳ 人件費比率
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サービス活動収益に対する人件費の占める割
合を示す指標です。社会福祉事業は一般に労働

集約型であるため、人件費割合が大きくなる傾
向にあり、本指標の値の多寡が収益性に大きく
影響します。

人件費の多寡は、職員数と給与水準に分けら
れ、給与水準には、法人の職員待遇の状況が反
映されますが、地域性の影響も受けます。人件
費は固定費としての性格が強いので、サービス
活動収益の増減によって本指標の値が変動する
ことにも注意が必要です。

適切な福祉サービスを提供する上で、適切な
人員配置と適正な報酬水準確保は不可欠であ
るため、一概に低い比率が望ましいとは言えま
せんが、安定的な経営のためには固定費に関す
る比率である本指標の値を一定水準以下に抑え
る必要があります。

〔計算式〕

人件費 ÷ サービス活動収益計

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成
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㉓ 事業費比率
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法人全体

介護兼業

保育専業

就労・障害専業

サービス活動収益に対する事業費の占める割
合を示す指標です。サービス活動収益の増減に
影響される変動費としての性格を有します。

本指標の値の多寡は、例えば、介護用品を多く
要する事業を営む場合は値が高くなるなど、法
人の提供する福祉サービスの特性に影響を受け
ます。事業費は福祉サービスに直接関わる費用
であるため、一概に低く抑えることはサービスの
質の低下につながり望ましくありませんが、他の
費用指標と併せて、全体の費用構成によって事
業経営上の資源配分に関する特性を理解すると
ともに、収益性の要因分析の観点から値の多寡
と推移を分析することが必要です。

〔計算式〕

事業費 ÷ サービス活動収益計

資料：厚生労働省「(各年度の)社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ」から計算、作成
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②経常増減差額率の分布 (令和２年度決算)

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(法人数)

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

いわゆる

「赤字」

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【総数】平均サービス活動収益 ５億6,691万円

抽出件数 20,671件（ 100.00％）

グラフ内 20,572件（ 99.52％）

平均値 3.25％

中央値 2.69％

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 7,387件（ 35.99％）

平均値 ▲ 3.92％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,464件（ 11.92％）

平均値 3.50％

注 法人数としては、済生会も１法人、
保育所１施設でも１法人

注 平均値には２種類あります。
収益１千万円、利益率10％の法人が10法人、
収益１億円、 利益率20％の法人が１法人。

① 利益合計３千万円÷収益合計２億円＝15.0％
② 利益率合計 120％÷法人合計11法人＝10.9％

仮に下の法人の利益率が▲20％だったとすると、
① ▲5.0％、② 7.3％ となります。

本統計は①で算出しています。
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②経常増減差額率の分布 (令和２年度決算)

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(法人数)

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

いわゆる

「赤字」

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【総数】平均サービス活動収益 ７億798万円

抽出件数 3,731件（ 100.00％）

グラフ内 3,713件（ 99.52％）

平均値 1.88％

中央値 1.12％

【総数のうち本指標がマイナス値】

抽出件数 1,526件（ 40.90％）

平均値 ▲ 4.34％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 644件（ 17.26％）

平均値 3.13％
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②経常増減差額率の分布 (令和２年度決算)

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(法人数)

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

いわゆる

「赤字」

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【総数】平均サービス活動収益 ２億2,891万円

抽出件数 7,638件（ 100.00％）

グラフ内 7,620件（ 99.76％）

平均値 5.15％

中央値 3.98％

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 2,011件（ 26.33％）

平均値 ▲ 4.86％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 110件（ 1.44％）

平均値 5.66％
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②経常増減差額率の分布 (令和２年度決算)

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(法人数)

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

いわゆる

「赤字」

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【総数】平均サービス活動収益 ３億6,882万円

抽出件数 2,663件（ 100.00％）

グラフ内 2,650件（ 99.51％）

平均値 4.23％

中央値 3.57％

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 722件（ 27.11％）

平均値 ▲ 4.21％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 165件（ 6.20％）

平均値 4.67％
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④ 職員１人当たりサービス活動収益の分布(法人数) (令和２年度決算)

【総数】平均サービス活動収益 ５億6,691万円

抽出件数 20,606件（ 100.00％）

グラフ内 19,990件（ 97.01％）

平均値 6,604千円

中央値 6,067千円

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,462件（ 11.95％）

平均値 7,245千円

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,144件（ 88.05％）

平均値 6,011千円

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数 （千円）
(千円)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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④ 職員１人当たりサービス活動収益の分布(法人数) (令和２年度決算)

【総数】平均サービス活動収益 ７億798万円

抽出件数 3,727件（ 100.00％）

グラフ内 3,682件（ 98.79％）

平均値 6,177千円

中央値 6,255千円

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 644件（ 17.28％）

平均値 6,371千円

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,083件（ 82.72％）

平均値 6,028千円

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【計算式】サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数 （千円）
(千円)
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④ 職員１人当たりサービス活動収益の分布(法人数) (令和２年度決算)

【総数】平均サービス活動収益 ２億2,891万円

抽出件数 7,610件（ 100.00％）

グラフ内 7,491件（ 98.44％）

平均値 5,683千円

中央値 5,685千円

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 110件（ 1.45％）

平均値 6,186千円

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,500件（ 98.55％）

平均値 5,627千円

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【計算式】サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数 （千円）
(千円)
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④ 職員１人当たりサービス活動収益の分布(法人数) (令和２年度決算)

【総数】平均サービス活動収益 ３億6,882万円

抽出件数 2,662件（ 100.00％）

グラフ内 2,578件（ 96.84％）

平均値 6,516千円

中央値 6,346千円

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 165件（ 6.20％）

平均値 7,143千円

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,497件（ 93.80％）

平均値 6,282千円

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【計算式】サービス活動収益計 ÷ 年間平均従事者数 （千円）
(千円)
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⑩ 固定長期適合率(法人数) (令和２年度決算)

【総数】平均サービス活動収益 ５億6,691万円

抽出件数 20,671件（ 100.00％）

グラフ内 20,501件（ 99.18％）

平均値 83.87％

中央値 86.70％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,464件（ 11.92％）

平均値 84.08％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,207件（ 88.08％）

平均値 83.67％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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⑩ 固定長期適合率(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ７億798万円

抽出件数 3,731件（ 100.00％）

グラフ内 3,691件（ 98.93％）

平均値 81.95％

中央値 83.34％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 644件（ 17.26％）

平均値 83.33％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,087件（ 82.74％）

平均値 80.91％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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⑩ 固定長期適合率(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ２億2,891万円

抽出件数 7,638件（ 100.00％）

グラフ内 7,597件（ 99.46％）

平均値 91.68％

中央値 91.15％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 110件（ 1.44％）

平均値 93.23％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,528件（ 98.56％）

平均値 91.52％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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⑩ 固定長期適合率(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ３億6,882万円

抽出件数 2,663件（ 100.00％）

グラフ内 2,642件（ 99.21％）

平均値 76.83％

中央値 75.91％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 165件（ 6.20％）

平均値 79.64％

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,498件（ 93.80％）

平均値 75.79％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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⑮ 債務償還年数の分布(法人数)

【総数】平均事業活動収入 ５億6,691万円

抽出件数 20,669件（ 100.00％）

グラフ内 11,488件（ 55.58％）

平均値 4.70年

中央値 0.56年

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,464件（ 11.92％）

平均値 4.90年

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,205件（ 88.08％）

平均値 4.46年

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

【計算式】借入金残高合計 ÷ 事業活動資金収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人
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⑮ 債務償還年数の分布(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ７億798万円

抽出件数 3,731件（ 100.00％）

グラフ内 2,468件（ 66.15％）

平均値 7.64年

中央値 3.64年

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 644件（ 17.26％）

平均値 7.13年

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,087件（ 82.74％）

平均値 8.17年

【計算式】借入金残高合計 ÷ 事業活動資金収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →
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⑮ 債務償還年数の分布(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ２億2,891万円

抽出件数 7,638件（ 100.00％）

グラフ内 3,920件（ 51.32％）

平均値 2.50年

中央値 0.24年

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 110件（ 1.44％）

平均値 3.03年

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,528件（ 98.56％）

平均値 2.43年

【計算式】借入金残高合計 ÷ 事業活動資金収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →
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⑮ 債務償還年数の分布(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ３億6,882万円

抽出件数 2,663件（ 100.00％）

グラフ内 1,523件（ 57.19％）

平均値 2.03年

中央値 0.33年

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 165件（ 6.20％）

平均値 1.86年

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,498件（ 93.80％）

平均値 2.10年

【計算式】借入金残高合計 ÷ 事業活動資金収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,207件（ 88.08％）

平均値 7.34％

【総数】平均事業活動収入 ５億6,691万円

抽出件数 20,671件（ 100.00％）

グラフ内 20,580件（ 99.56％）

平均値 7.74％

中央値 6.92％

【計算式】事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 644件（ 17.26％）

平均値 8.91％

【総数】平均サービス活動収益 ７億798万円

抽出件数 3,731件（ 100.00％）

グラフ内 3,719件（ 99.68％）

平均値 7.84％

中央値 7.02％

【計算式】事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,087件（ 82.74％）

平均値 6.97％
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 110件（ 1.44％）

平均値 8.58％

【総数】平均サービス活動収益 ２億2,891万円

抽出件数 7,638件（ 100.00％）

グラフ内 7,626件（ 99.84％）

平均値 8.51％

中央値 7.25％

【計算式】事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,528件（ 98.56％）

平均値 8.50％
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(法人数)

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 165件（ 6.20％）

平均値 8.74％

【総数】平均サービス活動収益 ３億6,882万円

抽出件数 2,663件（ 100.00％）

グラフ内 2,654件（ 99.66％）

平均値 8.59％

中央値 7.90％

【計算式】事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,498件（ 93.80％）

平均値 8.53％
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⑳ 人件費比率の分布 (令和２年度決算)(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ５億6,691万円

抽出件数 20,633件（ 100.00％）

グラフ内 20,570件（ 99.69％）

平均値 66.44％

中央値 70.36％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,463件（ 11.94％）

平均値 64.17％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】人件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,170件（ 88.06％）

平均値 68.96％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2019決算分)」から計算、作成
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⑳ 人件費比率の分布 (令和２年度決算)(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ７億798万円

抽出件数 3,730件（ 100.00％）

グラフ内 3,719件（ 99.71％）

平均値 66.74％

中央値 67.56％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 644件（ 17.27％）

平均値 65.58％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】人件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,086件（ 82.73％）

平均値 67.68％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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⑳ 人件費比率の分布 (令和２年度決算)(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ２億2,891万円

抽出件数 7,637件（ 100.00％）

グラフ内 7,608件（ 99.62％）

平均値 73.55％

中央値 75.29％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 110件（ 1.44％）

平均値 70.12％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】人件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,527件（ 98.56％）

平均値 73.98％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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⑳ 人件費比率の分布 (令和２年度決算)(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 3億6,882万円

抽出件数 2,663件（ 100.00％）

グラフ内 2,655件（ 99.70％）

平均値 64.43％

中央値 65.64％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 165件（ 6.20％）

平均値 63.00％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】人件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,498件（ 93.80％）

平均値 65.03％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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㉓ 事業費比率の分布(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ５億6,691万円

抽出件数 20,610件（ 100.00％）

グラフ内 20,546件（ 99.69％）

平均値 14.60％

中央値 12.18％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 2,462件（ 11.95％）

平均値 15.87％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 18,148件（ 88.05％）

平均値 13.20％

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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㉓ 事業費比率の分布(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ７億798万円

抽出件数 3,728件（ 100.00％）

グラフ内 3,724件（ 99.89％）

平均値 14.89％

中央値 14.93％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 644件（ 17.27％）

平均値 14.52％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 3,084件（ 82.73％）

平均値 15.19％

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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㉓ 事業費比率の分布(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ２億2,891万円

抽出件数 7,638件（ 100.00％）

グラフ内 7,634件（ 99.95％）

平均値 10.34％

中央値 10.58％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 110件（ 1.44％）

平均値 9.17％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 7,528件（ 98.56％）

平均値 10.49％

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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㉓ 事業費比率の分布(法人数)

【総数】平均サービス活動収益 ３億6,882万円

抽出件数 2,650件（ 100.00％）

グラフ内 2,646件（ 99.85％）

平均値 10.52％

中央値 10.09％

【うちサービス活動収益が10億円以上】

抽出件数 165件（ 6.23％）

平均値 9.83％

サービス活動収益が10億円以上の法人

サービス活動収益が10億円未満の法人

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が10億円未満】

抽出件数 2,485件（ 93.77％）

平均値 10.82％

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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②経常増減差額率の分布 (令和２年度決算)

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

(拠点数)

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

いわゆる

「赤字」

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【総数】平均サービス活動収益 １億5,274万円

抽出件数 72,898件（ 100.00％）

グラフ内 66,181件（ 90.79％）

平均値 3.30％

中央値 3.16％

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 30,867件（ 42.34％）

平均値 ▲ 11.22％

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 4,314件（ 5.92％）

平均値 4.56％
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②経常増減差額率の分布 (令和２年度決算)

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

いわゆる

「赤字」

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【総数】平均サービス活動収益 ２億6,472万円

抽出件数 17,944件（ 100.00％）

グラフ内 17,365件（ 96.77％）

平均値 2.65％

中央値 2.06％

【総数のうち本指標がマイナス値】

抽出件数 7,193件（ 40.09％）

平均値 ▲ 7.07％

(拠点数)

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 2,541件（ 14.16％）

平均値 3.09％
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②経常増減差額率の分布 (令和２年度決算)

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

いわゆる

「赤字」

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【総数】平均サービス活動収益 １億2,679万円

抽出件数 18,514件（ 100.00％）

グラフ内 18,037件（ 97.42％）

平均値 5.91％

中央値 5.13％

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 4,735件（ 25.58％）

平均値 ▲ 6.68％

(拠点数)

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 324件（ 1.75％）

平均値 7.75％
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②経常増減差額率の分布 (令和２年度決算)

【計算式】経常増減差額÷サービス活動収益（％）

いわゆる

「赤字」

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【総数】平均サービス活動収益 １億1,742万円

抽出件数 15,293件（ 100.00％）

グラフ内 14,370件（ 93.96％）

平均値 6.17％

中央値 4.68％

【うち本指標がマイナス値】

抽出件数 5,202件（ 34.02％）

平均値 ▲ 10.59％

(拠点数)

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 859件（ 5.62％）

平均値 7.96％
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⑩ 固定長期適合率(拠点数) (令和２年度決算)

【総数】平均サービス活動収益 ５億6,691万円

抽出件数 76,971件（ 100.00％）

グラフ内 62,849件（ 81.65％）

平均値 84.02％

中央値 86.70％

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 4,313件（ 5.60％）

平均値 82.93％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 72,658件（ 94.40％）

平均値 85.72％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成
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⑩ 固定長期適合率

【総数】平均サービス活動収益 ２億6,472万円

抽出件数 17,906件（ 100.00％）

グラフ内 15,523件（ 86.69％）

平均値 81.84％

中央値 79.50％

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 2,541件（ 14.19％）

平均値 81.74％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 15,365件（ 85.81％）

平均値 82.54％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑩ 固定長期適合率

【総数】平均サービス活動収益 ２億2,891万円

抽出件数 18,478件（ 100.00％）

グラフ内 17,343件（ 93.86％）

平均値 92.25％

中央値 91.12％

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 324件（ 1.75％）

平均値 92.84％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 18,154件（ 98.25％）

平均値 92.06％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑩ 固定長期適合率

【総数】平均サービス活動収益 ３億6,882万円

抽出件数 15,204件（ 100.00％）

グラフ内 12,727件（ 83.71％）

平均値 77.38％

中央値 70.36％

【計算式】固定資産 ÷（純資産＋固定負債）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 859件（ 5.65％）

平均値 78.11％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 14,345件（ 94.35％）

平均値 76.23％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑮ 債務償還年数の分布(拠点数)

【総数】平均事業活動収入 １億5,274万円

抽出件数 77,208件（ 100.00％）

グラフ内 23,567件（ 30.52％）

平均値 4.67年

中央値 0.00年

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 4,311件（ 5.58％）

平均値 4.01年

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 72,897件（ 94.42％）

平均値 7.06年

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

【計算式】借入金残高合計 ÷ 事業活動資金収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑮ 債務償還年数の分布

【総数】平均サービス活動収益 ２億6,472万円

抽出件数 17,909件（ 100.00％）

グラフ内 8,120件（ 45.34％）

平均値 6.21年

中央値 0.02年

【計算式】借入金残高合計 ÷ 事業活動資金収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 2,541件（ 14.19％）

平均値 5.78年

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 15,368件（ 85.81％）

平均値 10.12年

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑮ 債務償還年数の分布

【総数】平均サービス活動収益 １億2,679万円

抽出件数 18,468件（ 100.00％）

グラフ内 7,389件（ 40.01％）

平均値 2.25年

中央値 0.00年

【計算式】借入金残高合計 ÷ 事業活動資金収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 324件（ 1.75％）

平均値 1.76年

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 18,144件（ 98.25％）

平均値 2.46年

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑮ 債務償還年数の分布

【総数】平均サービス活動収益 １億1,742万円

抽出件数 15,239件（ 100.00％）

グラフ内 4,312件（ 28.30％）

平均値 1.51年

中央値 0.00年

【計算式】借入金残高合計 ÷ 事業活動資金収支差額 （年）
(年)

← 0年(=無借金)は除外

0年(=無借金)
事業活動資金収支差額マイナス を含む →

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 859件（ 5.64％）

平均値 1.08年

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 18,205件（ 88.08％）

平均値 4.46年

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布(拠点数)

【総数】平均事業活動収入 １億5,274万円

抽出件数 77,833件（ 100.00％）

グラフ内 66,754件（ 85.77％）

平均値 7.78％

中央値 6.53％

【計算式】事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 4,314件（ 5.54％）

平均値 9.30％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 73,519件（ 94.46％）

平均値 4.89％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布

【総数】平均サービス活動収益 ２億6,472万円

抽出件数 17,944件（ 100.00％）

グラフ内 17,452件（ 97.26％）

平均値 8.21％

中央値 7.20％

【計算式】事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 15,403件（ 85.84％）

平均値 5.45％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布

【総数】平均サービス活動収益 １億2,679万円

抽出件数 18,514件（ 100.00％）

グラフ内 18,075件（ 97.63％）

平均値 9.30％

中央値 8.40％

【計算式】事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 324件（ 1.75％）

平均値 10.93％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 18,190件（ 98.25％）

平均値 8.76％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑰ 事業活動資金収支差額率の分布

【総数】平均サービス活動収益 １億1,742万円

抽出件数 15,293件（ 100.00％）

グラフ内 14,457件（ 94.53％）

平均値 10.37％

中央値 8.52％

【計算式】事業活動資金収支差額 ÷ 事業活動収入計 （％）

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 859件（ 5.62％）

平均値 12.16％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 14,434件（ 94.38％）

平均値 8.01％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点
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⑳ 人件費比率の分布 (令和２年度決算)(拠点数)

【総数】平均サービス活動収益 １億5,274万円

抽出件数 69,769件（ 100.00％）

グラフ内 64,847件（ 92.95％）

平均値 66.29％

中央値 69.89％

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 4,312件（ 6.18％）

平均値 63.97％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【計算式】人件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 65,457件（ 93.82％）

平均値 70.72％

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2019決算分)」から計算、作成
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⑳ 人件費比率の分布 (令和２年度決算)

【総数】平均サービス活動収益 ２億6,472万円

抽出件数 17,862件（ 100.00％）

グラフ内 17,115件（ 95.82％）

平均値 67.16％

中央値 69.09％

【計算式】人件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 2,541件（ 14.23％）

平均値 66.42％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 15,321件（ 85.77％）

平均値 71.43％



財務分析ＰＴ

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50% 55% 60% 65% 70% 75% 80% 85% 90% 95% 100%

保育事業収益が90％以上の拠点

63

⑳ 人件費比率の分布 (令和２年度決算)

【総数】平均サービス活動収益 １億2,679万円

抽出件数 18,286件（ 100.00％）

グラフ内 17,976件（ 98.30％）

平均値 72.84％

中央値 73.74％

【計算式】人件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 324件（ 1.77％）

平均値 71.53％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 17,962件（ 98.23％）

平均値 73.28％
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⑳ 人件費比率の分布 (令和２年度決算)

【総数】平均サービス活動収益 １億1,742万円

抽出件数 15,098件（ 100.00％）

グラフ内 14,082件（ 93.27％）

平均値 63.30％

中央値 66.03％

【計算式】人件費 ÷ サービス活動収益計 （％）

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

(拠点数)

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 858件（ 5.68％）

平均値 61.88％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 14,240件（ 94.32％）

平均値 65.19％
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㉓ 事業費比率の分布

【総数】平均サービス活動収益 １億5,274万円

抽出件数 67,571件（ 100.00％）

グラフ内 66,841件（ 98.92％）

平均値 14.62％

中央値 11.81％

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 4,304件（ 6.37％）

平均値 15.78％

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 63,267件（ 93.63％）

平均値 12.41％

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

(拠点数)
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㉓ 事業費比率の分布

【総数】平均サービス活動収益 ２億6,472万円

抽出件数 17,545件（ 100.00％）

グラフ内 17,476件（ 99.61％）

平均値 14.61％

中央値 14.10％

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 2,541件（ 14.48％）

平均値 14.84％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 15,004件（ 85.52％）

平均値 13.32％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

(拠点数)
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㉓ 事業費比率の分布

【総数】平均サービス活動収益 １億2,679万円

抽出件数 18,180件（ 100.00％）

グラフ内 18,142件（ 99.79％）

平均値 10.23％

中央値 10.14％

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 324件（ 1.78％）

平均値 9.50％

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 17,856件（ 98.22％）

平均値 10.48％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

(拠点数)
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㉓ 事業費比率の分布

【総数】平均サービス活動収益 １億1,742万円

抽出件数 14,655件（ 100.00％）

グラフ内 14,593件（ 99.58％）

平均値 10.98％

中央値 9.51％

【計算式】事業費 ÷ サービス活動収益計 （％）

(令和２年度決算)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

【うちサービス活動収益が２億円以上】

抽出件数 858件（ 5.85％）

平均値 12.09％

サービス活動収益が２億円以上の拠点

サービス活動収益が２億円未満の拠点

【うちサービス活動収益が２億円未満】

抽出件数 13,797件（ 94.15％）

平均値 9.50％

(拠点数)
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特別養護老人ホーム(01030202)の分布 (令和３年度現況報告)

【計算式】｢年間(４月～３月)利用者延べ総数｣÷365日 ÷｢事業所単位での定員｣（％）

(サービス区分数)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

抽出件数 7,776件（ 100.00％）
グラフ内 7,665件（ 98.57％）

加重平均 94.84％

中央値 95.56％

100%

｢利用者延べ総数｣を、｢人日」ではなく｢人月｣で回答していると概ね３％程度の、
｢実人数｣で回答していると、０．３％程度の数値となってしまいます。

〔例〕 ① 12人 ÷ 365日 ＝ 3.29％
② １人 ÷ 365日 ＝ 0.27％

①

②
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施設入所支援(01040401)の分布 (令和３年度現況報告)

【計算式】｢年間(４月～３月)利用者延べ総数｣÷365日 ÷｢事業所単位での定員｣（％）

(サービス区分数)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

抽出件数 2,354件（ 100.00％）
グラフ内 2,284件（ 97.03％）

加重平均 91.83％

中央値 95.63％

100%

障害者の施設入所支援でも特別養護老人ホームと同様に、｢人月｣と
｢実人数｣での回答と思われるものがあります。

〔例〕 ① 12人 ÷ 365日 ＝ 3.29％
② １人 ÷ 365日 ＝ 0.27％

①

②
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老人デイ(事･セ)(01030202)の分布 (令和３年度現況報告)

【計算式】｢年間(４月～３月)利用者延べ総数｣÷300日 ÷｢事業所単位での定員｣（％）

(サービス区分数)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

抽出件数 12,516件（ 100.00％）
グラフ内 4,116件（ 32.89％）

加重平均 33.39％

中央値 4.38％

100%

老人デイサービス(事業・センター)は、無回答が多く、
また「人月」と思われる回答もそこそこあります。
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保育所(02091201)の分布 (令和３年度現況報告)

【計算式】｢年間(４月～３月)利用者延べ総数｣÷300日 ÷｢事業所単位での定員｣（％）

(サービス区分数)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

抽出件数 12,516件（ 100.00％）
グラフ内 11,968件（ 95.62％）

加重平均 33.39％

中央値 4.38％

100%

福祉医療機構(ＷＡＭ)の保育所等についての利用率の計算式が
「月別在所児数の年間合計÷(定員数×12)」となっているためか、
「人月」で計算している法人が多いものと思われます。
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保育所(02091201)の分布 (令和３年度現況報告)

【計算式】｢年間(４月～３月)利用者延べ総数｣÷12月 ÷｢事業所単位での定員｣（％）

(サービス区分数)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

抽出件数 12,516件（ 100.00％）
グラフ内 5,371件（ 42.91％）

加重平均 33.39％

中央値 109.48％

100%

保育所について、「人月」でグラフ化すると。このようになります。
８％台の山は実児童数を計上したものと思われます。

１人 ÷ 12月 ＝ 8.33％
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保育所(02091201)の分布 (令和３年度現況報告)

【計算式】｢年間(４月～３月)利用者延べ総数｣÷300日 ÷｢事業所単位での定員｣（％）

(サービス区分数)

資料：厚生労働省「社会福祉法人の財務諸表等電子開示データ(2020決算分)」から計算、作成

抽出件数 12,516件（ 100.00％）
グラフ内 4,116件（ 32.89％）

加重平均 33.39％

中央値 4.38％

100%

20～124％の部分を見ると、
4,000法人程度は「人日」で
計算していると思われます。
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ちなみに記載要領はどの施設等でも同じです
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⑦ 事業所単位での定員
○ 事業所単位の定員を記載すること。なお、定員がないサービスについては「0」と記

載すること。

⑧ 年間（４月～３月）利用者数延べ総数
○ 年間（４月～３月）の利用者数の延べ総数を記載すること（入所施設や通所施設等

で利用者が当該施設を継続して利用する場合は、１日当たりの利用者数に利用日
数を乗じて利用者延べ総数を算出すること。以下同じ。）。なお、相談事業等につい
て、電話や文書による相談等を含めるとその数を厳密に把握しきれない場合、概数
で記載してよい。

｢社会福祉法人が届け出る「事業の概要等」等の様式について｣より

事業所単位の定員については、これだけの記載しかありませんが、「現況報告書の記載に当たっ
ては、…、各会計年度の４月１日現在における法人情報等を記載すること。」とあることから、定員に
ついても４月１日の定員が記載されていると考えられます。仮に年度途中で定員変更があっても、反
映されないと思われます。ただし定員変更自体はさほど多くないでしょう。

利用者数の延べ総数については「人日」を前提としていますので、そのようにご指導ください。
保育所の場合は、各月の通園児数にその月の開園日数を乗ずることでよいと思います。

１１．前会計年度における事業等の概要


